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注1 地方税の徴収率は「平成24年版 地方財政白書」等から、国税の徴収率は、国税庁ホームページ「統計情報」から作成。
2 地方税の徴収率は、地方消費税を除いて計算している。
3 国税の徴収率は、国税庁扱分のみであり、収納済額を徴収決定済額で除したものである。
4 地方税・国税ともに、現年度課税分と繰越分を合わせ、徴収率を計算している。
5 都税（一般分）とは、都税総額から個人都民税を除いて計算したものである。
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消費税の徴収率の推移

注1 国税庁ホームページ「統計情報」から作成。
2 平成９年度以降については、消費税及び地方消費税の数値である。また、旧税率が適用される課税取引からの税収を含む。
3 徴収率は、現年度課税分と繰越分を合わせて計算している。
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(注) １ 各年度末における調定済額から収入済額を控除した、現年分及び滞納繰越分に係る滞納額の合計である。
　   ２ 執行停止中及び督促前の滞納額を含み、延滞金及び加算金を含まない。
            
                　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総務省ホームページ「地方税収等の状況」より抜粋 
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注1 東京都主税局資料より作成。
2 都税総額のうち、個人都民税を除いている。

滞納整理実績の推移（東京都）
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注 「平成２３年地方税関係資料ハンドブック」（地方財務協会）及び「東京都税務統計年報」（東京都）により作成。
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地方税の課税・徴収方法の特徴

１） 地方団体が徴収している地方税については、全体の課税件数のうち、９割以上が賦課課税によって課税。

課税対象の把握や評価などに手間がかかる。

*賦課課税・・・課税側（市区町村、都道府県）が、課税対象について調査（固定資産税の評価などを含む）し、税額を決定し、納税者に通知する
ことで課税するもの。

*申告納付・・・納税者側が、納付すべき税の税額などについて申告し、あわせてその申告に係る税を納付するもの。

２） 賦課課税の税目のほとんどが、普通徴収によって徴収されており、１件当たりの税額も比較的小額。

（参考） 普通徴収に係る税収は１６兆円（１件あたり平均税額８．９万円）、特別徴収に係る税収は８．２兆円（同２５万円）。

納税者が納税通知書を金融機関や課税庁の窓口に持参する等によって納付する必要があり、
滞納が発生しやすく、督促等に係る事務負担が大きい。

*普通徴収・・・課税側（市区町村、都道府県）が納税者に納税通知書を交付、納税者が窓口等に通知書と税額を持参等して、税を納付させるもの。
*特別徴収・・・税の徴収について便宜を有する者（給与支払者等）を特別徴収義務者とし、その者に納税者から税金を徴収させ、税を納入させるもの。

課税
方法

法人市町村民税（369万件）

徴収 法人道府県民税（303万件）

方法 法人事業税（249万件）など

賦課課税（2億1,780万件、94％）

普通徴収（1億8,465万件、80％）

固定資産税（土地3,178万件、家屋3,665万件、償却136万件 計 6,979万件）
自動車税（4,516万件）、軽自動車税（3,923万件）、個人住民税（2,732万件）など

特別徴収（個人住民税）
（3,314万件、14％）

申告納付
（1,488万件、6％）

資料６

（注） １． いずれも平成２０年度課税状況調などのデータを踏まえ、推計（地方消費税、法定外税については、含まない）。
２． 固定資産税は、免税点以上の納税義務者数を課税件数とした。
３． 申告納付には、特別徴収義務者に申告納入させる税目を含む。なお、利子割・配当割・株式等譲渡所得割については、

納入申告書数を課税件数とした。

「平成２３年地方税関係資料ハンドブック」（財団法人 地方財務協会）より抜粋



共同徴収等の類型と例

※ ２０１２年７月現在、全国で４７団体

一部事務組合

Ａ市 α事務 Ｂ町 α事務 Ｃ村 α事務

一部事務組合とは…

地方公共団体が、その事務の一部を共同して処理するために設

ける特別地方公共団体

広域連合とは…

地方公共団体が、広域にわたり処理することが適当な事務に関し、広域計

画を作成し、総合的かつ計画的に処理するために設ける特別地方公共団体

γ事務

国

Ｄ県 β事
務

β事務γ事務

広域連合
広域にわたり処理することが適当な事務

権限移譲

権限移譲
の要請

α事務

Ａ市 α事
務

Ｂ町 α事
務

Ｃ村 α事
務

一部事務組合と広域連合

設置根拠 設置時期 処理事務

茨城租税債権管理機構（茨城県） 一部事務組合 Ｈ１３．４ 市町村税・個人県民税の滞納整理事務、実務研修 等

任意団体 Ｈ１７．８ 個人住民税の滞納整理事務、実務研修 等

京都地方税機構（京都府） 広域連合 Ｈ２２．１
構成団体が賦課した地方税及び国民健康保険料の滞納整理事務、
賦課徴収業務支援、電算システム整備 等

静岡地方税滞納整理機構（静岡県） 広域連合 Ｈ２０．１
県又は市が賦課徴収する地方税の滞納整理事務、
徴収業務研修 等

後志広域連合（北海道） 広域連合 Ｈ１９．４
町村税及び個人道民税の滞納整理事務、国民健康保険事業、
広域化の調査研究 等

鳥取中部ふるさと広域連合（鳥取県） 広域連合 Ｈ１０．４
滞納整理事務、固定資産評価審査に関する事務、
ゴミ処理施設に関する事務 等

例（※）
事 務
類 型

徴収事務

税務以外の
事務を含む

香川滞納整理推進機構（香川県）

徴収事務
＋

課税事務

α事務

注 各団体ホームページ、総務省ホームページ等により作成。
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アメリカ

イギリス

カナダ

スウェーデン

注 東京都主税局委託調査「諸外国における地方税等の徴収のあり方に関する調査」(2010)から作成。

○国税、地方税、社会保険料の全てをスウェーデン
国税庁が徴収。

○地方自治体は現行年度に「予備的税収」を国から
受け取り、翌年度に差額の調整が行われる。

○社会保険庁が年金給付を担当。その際、国税庁
から徴収記録を電子伝送されている。

○連邦レベルで実施される年金及び医療に
かかる社会保険料は、連邦税と合わせ、
内国歳入庁が徴収する。

税と社会保険料の一元化

○一部の州において、協定のもと、カナダ歳入庁が
連邦税と州税を一体徴収している。

○連邦財務省が州税相当分を州に支払った後、
歳入庁が連邦税・州税の合計を徴収する仕組み。

○年金・雇用保険は連邦、医療保障は州と、
制度ごとに役割分担がなされている。

○州所管の医療保険は州ごとに運営され、
州税及び連邦からの補助金を財源としている。

徴収業務のあり方

○州の徴税組織の一部セクションが
民間業者に徴収業務を委託。

○委託する内容は、滞納者の特定、全額もしくは
相互同意できる支払い契約のための交渉等。

○徴収額に比例して業者が報酬を得る仕組み。

○唯一の地方税であるカウンシル税について、
滞納者からの徴収業務を公認執行代理人に委託。

○執行代理人への委託に係る費用は滞納者負担とする、
目標の徴収率を設定し、達成率に応じてボーナス
を支給する等の工夫がなされている。

○内国歳入庁が被雇用者、雇用者双方の
社会保険料の徴収を担当。

○社会保険庁は社会保険給付のみを担当。

○ 諸外国における地方税等の徴収のあり方 資料８



１ 個人事業税

事業の総収入金額 － 事業の必要経費

２ 個人住民税

総合課税 以下の１～７までを合算して、個人住民税の所得割額が計算される

（所得金額の合計が総所得金額となる。）

１ 配当所得 ･･･ 株式や出資の配当など。ただし、一定の上場株式等の配当等については

分離課税を選択することもできる。

収入金額 － 元本取得のための負債の利子

２ 不動産所得 ･･･ 地代や家賃など

総収入金額 － 必要経費

３ 事業所得 ･･･ 農業、商業など事業から生じる所得

総収入金額 － 必要経費

４ 給与所得 ･･･ サラリーマンの給料など

収入金額 － 給与所得控除額か特定支出額の合計額のいずれか多い額

５ 譲渡所得 ･･･ 不動産及び株式等以外の資産の譲渡による所得

総収入金額 － （取得費 ＋ 譲渡費用） － 特別控除額

長期の譲渡所得（所有期間が５年超）は１／２が課税対象

６ 一時所得 ･･･ クイズの賞金など

総収入金額 － その収入を得るために支出した金額 － 特別控除額

１／２が課税対象。

７ 雑所得 ･･･ 他の所得に当てはまらないもの（公的年金、その他）

公的年金 ： 公的年金等の収入金額 － 公的年金等控除額

その他 ： 総収入金額 － 必要経費

分離課税 他の所得と合算せず、それぞれの所得ごとに所得割額が計算される

１ 利子所得 ･･･ 公社債、預貯金の利子など

所得金額 ＝ 収入金額

２ 山林所得 ･･･ 山林の伐採や、売った時の所得

総収入金額 － 必要経費 － 特別控除額

３ 退職所得 ･･･ 退職手当、一時恩給など

（収入金額 － 退職所得控除額） × １／２

４ 土地・建物等の譲渡に係る譲渡所得 ･･･ 土地や建物などを譲渡したとき

総収入金額 － （取得費 ＋ 譲渡費用） － 特別控除額

５ 株式等の譲渡所得等 ･･･ 株式・転換社債等を譲渡したとき

総収入金額 － （取得原価 ＋ 諸費用等）

６ 先物取引等に係る雑所得

商品先物取引及び有価証券等先物取引による事業所得、雑所得、譲渡所得で一定のもの

７ 上場株式等の配当所得 ･･･ 平成２１年１月１日以降に支払を受けるべき上場株式等の配当等

収入金額 － 元本取得のための負債の利子

「地方税ミニガイド2012」、「東京都主税局ホームページ」より

所得金額の計算方法

資料９



所得税 個人住民税

38万円 33万円 本人

38万円 33万円 生計を一にする配偶者で、かつ年間所得が38万円以下である者

48万円 38万円 年齢が70歳以上の控除対象配偶者

最高38万円 最高33万円 生計を一にする配偶者で、かつ年間所得が38万円超76万円未満である者

生計を一にする親族等で、かつ、年間所得が38万円以下である者

38万円 33万円 年齢が16歳以上19歳未満又は23歳以上70歳未満の扶養親族

63万円 45万円 年齢が19歳以上23歳未満の扶養親族

48万円 38万円 年齢が70歳以上の扶養親族 同居老親等加算あり

27万円 26万円 本人又はその控除対象配偶者若しくは扶養親族が障害者である場合

40万円 30万円 上記の者が特別障害者である場合

75万円 53万円 特別障害者の控除対象配偶者又は扶養親族と同居を常況としている者

27万円 26万円
① 夫と死別した者で、かつ年間所得が500万円以下である者
② 夫と死別または離婚した者で、かつ、扶養親族を有する者

特別寡婦加算あり

27万円 26万円
妻と死別又は離婚して扶養親族である子を有する者で、かつ年間所得
が500万円以下である者

27万円 26万円
本人が学校教育法に規定する学校の学生、生徒等で、年間所得が65万円
以下かつ給与所得等以外が10万円以下である者

① 住宅家財等についての災害、盗難、横領による損失
② 災害関連支出

納税者又は納税者と生計を一にする配偶者等の医療費 控除限度額＝200万円

社会保険料

小規模企業共済掛金 等

最高各4万円 最高各3.5万円 生命保険料、個人年金保険料、介護医療保険料

最高5万円 最高2.5万円 地震保険料

注１ 東京都主税局資料より抜粋。

２ 本表の所得控除は、所得税は平成23年分から、個人住民税は平成24年度分から適用されるものである。

特
別
な
人
的
控
除

特定扶養親族

寡夫控除

勤労学生控除

障害者控除

老人扶養親族

基礎控除

扶養親族

老人配偶者

扶養控除

備考

配偶者控除

種類 対象

基
礎
的
な
人
的
控
除

配偶者特別控除

特別障害者

同居特別障害者

配偶者

社会保険料控除

○ 所得控除の概要

控除額

そ
の
他
控
除

次のうち多い額 ①損失額－総所得金額等×10%
②災害関連支出金額－5万円

（支払った医療費）－（総所得金額等）×5%

支払った保険料の額

支払った掛金の額小規模企業共済等掛金控除

雑損控除

医療費控除

生命保険料控除

地震保険料控除

寡婦控除

※10万円超の際は10万円
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○ 諸控除の見直し

注 平成25年分以後の所得税及び平成26年度分以後の個人住民税に適用される。

注 東京都主税局資料より抜粋。

給与の年収額 控除額

180万円以下 年収額×40％（65万円に満たない場合は65万円）

180万円超 360万円以下 年収額×30％＋18万円

360万円超 660万円以下 年収額×20％＋54万円

660万円超 1,000万円以下 年収額×10％＋120万円

1,000万円超 1,500万円以下 年収額×5％＋170万円

1,500万円超 245万円

給与所得控除の見直し

○ 上限の設定(平成24年度改正)

○ 役員給与等の見直し

扶養控除の見直し

38

63

48

58

（万円）

16歳未満 19歳～22歳 23歳～69歳 70歳以上

年少扶養控除

廃止

特定扶養控除

扶養控除

老人扶養控除

同居老親等加算

22年度改正
縮減

16歳～18歳

特定扶養控除

扶養控除

所得税:23年分～
63万円→38万円

個人住民税:24年度分～
45万円→33万円

所得税:23年分～
個人住民税:24年度分～

「役員給与等に係る給与所得控除については、税率構造を含む改革の方向性を

踏まえ、引き続き検討していきます」

「役員給与については、給与所得控除の性格のうち『他の所得との負担調整』部分が

過大となっていると考えられます。

このため、役員給与に係る給与所得控除を見直し（中略）控除額を縮減します」

（平成23年度税制改正大綱）

平成24年度税制改正大綱
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大田 弘子、坪内 浩、辻 健彦「所得税における水平的公平性について」（2003.3） 経済財政分析ディスカッション・ペーパー・シリーズ（内閣府）より
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○ 所得捕捉等の現状

現 状

賦課課税方式（市町村自らが税額計算を行い賦課額を決定。その税額を通知して徴収） （注１）

納税義務者全員について、前年中の所得情報等を名寄せ・突合。

独自に必要な調査を行い所得等を捕捉。

※納税義務者毎に氏名・生年月日により名寄せ

給 与 収 入
・１／１現在の全給与所得者の情報＜給与支払報告書＞

・途中退職者（給与収入３０万円超の者）の情報＜給与支払報告書＞ （注２）

公 的 年 金 等 収 入 全年金受給者の情報＜公的年金等支払報告書＞ （注２）

申 告 書 情 報 確定申告書・住民税申告書による情報

そ の 他 原稿料・講演料等の情報など（税務署が保存している支払調書などの資料を調査）

市町村と税務署の間で、新たに捕捉した所得情報等については相互に情報交換 (注３)

・国民健康保険料（所得割額）の算定

・社会保険料未納者対策のための所得情報の提供 など

1) 所得税は、申告納税方式（納税義務者が自ら申告）。対象所得は現年分。また、給与収入・公的年金等収入などについては源泉徴収。

2) 所得税の源泉徴収票の提出義務は、①年末調整済みの給与については、原則支払金額が５００万円超の場合、

②公的年金等収入については、支払金額が６０万円超（確定給付企業年金等の場合は３０万円超）の場合。

3) 国税局・税務署では、実地調査・犯則調査等によっても事業所得者等の所得捕捉に努めており、把握された所得情報は市町村へ提供。

「平成２３年地方税関係資料ハンドブック」（財団法人 地方財務協会）より

税 務 署 と の 情 報 交 換

所得情報の他の行政への活用

課 税 方 法

所 得 捕 捉 の 考 え 方 等

所
得
情
報
等
の
収
集
範
囲
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総務省 第８回地域の自主性・自立性を高める地方税制度研究会（平成24年７月11日）資料より
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総務省 第１回番号制度に係る地方税務システム検討会（平成23年9月2日）資料より

資料15



内閣府 税制調査会 第５回納税環境整備小委員会（平成22年4月5日）資料より
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歳入庁の創設について～中間報告後の検討を踏まえた整理～（平成２４年６月１２日社会保障・税一体改革関係５大臣会合）より
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社会保障・税番号制度の概要

○27年1月以降、社会保障、税、防災等の各分野のうち、可能な範囲でマイナンバーの利用開始

○ 市町村長は、法定受託事務として、住民票コードを変換して得られるマイナンバーを指定し、書面により
本人に通知。盗用、漏洩等の被害を受けた場合等に限り変更可。中長期在留者、特別永住者等の外国人住民
も対象。

○ マイナンバーの利用範囲を法律に規定。具体的には、①国・地方の機関での社会保障分野、国税・地方税
の賦課徴収及び防災等に係る事務での利用、②当該事務に係る申請・届出等を行う者（代理人・受託者を含
む。）が事務処理上必要な範囲での利用、③災害時の金融機関での利用に限定。

○ マイナンバー法に規定する場合を除き、他人にマイナンバーの提供を求めることは禁止。本人からマイナ
ンバーの提供を受ける場合、個人番号カードの提示を受ける等の本人確認を行う必要。

○ マイナンバー法により、より公平な社会保障制度の基盤となる「社会保障･税番号制度」を導入する。
○ これにより、国民の給付と負担の公平性、明確性を確保するとともに、国民の利便性の更なる向上を図る
ことが可能となるほか、行政の効率化･スリム化に資する効果が期待できる。

○ マイナンバー法の規定によるものを除き、特定個人情報（マイナンバー付きの個人情報）の収集･保管、
特定個人情報ファイルの作成を禁止。

○ 特定個人情報の提供は原則禁止。ただし、行政機関等は情報提供ネットワークシステムでの情報提供など
マイナンバー法に規定するものに限り可能。

○ 情報提供ネットワークシステムでの情報提供を行う際の連携キーとしてマイナンバーを用いないなど、個
人情報の一元管理ができない仕組みを構築。

○ 国民が自宅のパソコンから情報提供等の記録を確認できる仕組み（マイ･ポータル）の提供、特定個人情
報保護評価の実施、個人番号情報保護委員会の設置、罰則の強化など、十分な個人情報保護策を講じる。

○ 国税庁長官は、法人等に法人番号を通知。法人番号
は原則公表。民間での自由な利用も可。

個人番号（マイナンバー）

個人情報保護

法人番号

○ 市町村長は、顔写真付きの個人番号カードを
交付。

個人番号カード
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マイナンバーの主な利用範囲

⇒国民が税務当局に提出する確定申告書、届出書、調書等に記載。当局の内部事務等に利用。

⇒被災者生活再建支援金の支給に関する事務その他地方公共団体の条例で定める事務等に利用。

⇒社会保障、税、防災分野等の事務で利用

社
会
保
障
分
野

防災分野

年
金
分
野

労
働
分
野

福
祉
・
医
療
・そ
の
他
分
野

⇒年金の資格取得･確認、給付を受ける際に利用。

○児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に関する事務
○母子及び寡婦福祉法による資金の貸付け、母子家庭自立支援給付金の支給に関する事務
○障害者自立支援法による自立支援給付の支給に関する事務
○特別児童扶養手当法による特別児童扶養手当等の支給に関する事務
○生活保護法による保護の決定、実施に関する事務
○介護保険法による保険給付の支給、保険料の徴収に関する事務
○健康保険法、船員保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律による保険給付

の支給、保険料の徴収に関する事務
○独立行政法人日本学生支援機構法による学資の貸与に関する事務
○公営住宅法による公営住宅、改良住宅の管理に関する事務 等

税分野

○国民年金法、厚生年金保険法による年金である給付の支給に関する事務
○国家公務員共済組合法、地方公務員等共済組合法、私立学校教職員共済法による年金

である給付の支給に関する事務
○確定給付企業年金法、確定拠出年金法による給付の支給に関する事務
○独立行政法人農業者年金基金法による農業者年金事業の給付の支給に関する事務 等

○雇用保険法による失業等給付の支給、雇用安定事業、能力開発事業の実施に関する事務
○労働者災害補償保険法による保険給付の支給、社会復帰促進等事業の実施に関する事務 等

⇒医療保険等の保険料の徴収等における手続、福祉分野の給付、生活保護の実施等低所得者対策
の事務等に利用。

⇒雇用保険等の資格取得・確認、給付を受ける際に利用。ハローワーク等の事務等に利用。



マイナンバー法案の概要
（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律案）

国民の利便性の向上及び行政運営の効率化を図り、もって国民が安心して暮らすことのできる社会の実現に寄与することを
目的として、行政機関等に係る申請、届出その他の手続に関し、適切な管理の下に個人等を識別するための番号を利用し、
効率的かつ安全に情報の授受を行うことができるようにするために必要な事項を定めるもの。

Ⅰ．総則

Ⅱ．個人番号

Ⅲ．特定個人情報の保護等

Ⅳ．個人番号情報保護委員会

Ⅴ．法人番号

Ⅶ．雑則

Ⅷ．罰則

目的、定義、趣旨（１条～３条）

指定・通知・変更、番号の生成（４条、５条）
利用範囲（６条）
再委託の制限、委託先の監督（７条、８条）
個人番号利用事務実施者等の責務（９条、10条）
提供の要求（11条）
本人確認の措置（12条）
提供の求めの制限（13条）

特定個人情報ﾌｧｲﾙを保有しようとする者
に対する指針（14条）
特定個人情報保護評価（15条）
特定個人情報ファイルの作成の制限（16条）
特定個人情報の提供の制限（17条）
収集等の制限（18条）

１．特定個人情報の保護

２．情報提供等

３．行政機関個人情報保護法等の特例等

情報提供ネットワークシステム（19条）
特定個人情報の提供（20条）
情報提供等の記録（21条）
秘密の管理（22条）
秘密保持義務（23条）

行政機関個人情報保護法等の特例（24条）
情報提供等の記録についての特例（25条）
地方公共団体等が保有する特定個人情報等の保護（26条）
個人情報取扱事業者でない個人番号取扱事業者
が保有する特定個人情報の保護（27条～30条）

１．組織

２．業務

３．雑則

委員会の設置、任務、所掌事務、職権行使の独立性、
組織等（31条～35条）
委員長及び委員の任期等、身分保障、罷免（36条～38条）
委員長（39条）、会議（40条）、事務局（41条）
政治運動等の禁止（42条）
秘密保持義務（43条）、給与（44条）

指導及び助言（45条）
勧告及び命令（46条）
報告及び立入検査（47条）
適用除外（48条）
内閣総理大臣に対する意見の申出（49条）
国会に対する報告（50条）

規則の制定（51条）

通知等（52条）
情報の提供の求め（53条）
資料の提供（54条）
正確性の確保（55条）

指定都市の特例（57条）
事務の区分（58条）
権限又は事務の委任（59条）
主務省令（60条）
政令への委任（61条）

附則

施行期日（附則１条）
準備行為（附則２条）
経過措置（附則３条、附則４条）
政令への委任（附則５条）
検討（附則６条）

別表第一（利用範囲（６条）関係）

別表第二（提供制限（17条）関係）

Ⅵ．個人番号カード

個人番号カード（56条）



社会保障・税番号制度の導入に向けたロードマップ

医療等の分野の機微性の高い
個人情報について特段の措置を検討

総合運用テスト

2015年2012年 2013年 2014年
（H24） （H25） （H26） （H27）

制度構築

基本設計

マ
イ

ナ
ン
バ
ー

法

案

提

出

国民対話

システム構築

順次、マイナンバーの利用開始

【2015年１月から利用する手続のイメージ】
○社会保障分野
・年金に関する相談・照会

○税分野
・申告書・法定調書等への記載

○防災分野
・要援護者リストへのマイナンバー記載
※ただし、事前に条例の手当てが必要

システム
要件定義

実証事業

詳細設計 プログラム設計、単体テスト

法案
成立

政省令

情報保護評価ガイドライン作成
（情報保護評価ＳＷＧ）

個
人
番
号
情
報
保
護

委

員

会

設

置

委員国会同意

2016年
（H28）

特

別

法

案

提

出

法案
成立

政省令

工程管理支援業務

2016年1月より、国の
機関間の連携から
開始し、2016年7月を
目途に地方公共団
体との連携について
も開始

４７都道府県
リレーシンポジウム

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
整
備
法
案
提
出

特定個人情報保護評価の
実施・承認等

委員国会同意 委員国会同意

番号制度の国民広報

情報提供ネットワーク
システム等の監査

委員会規則

個人番号カードの交付

ｾﾝﾀｰ・ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟｾﾝﾀｰ構築

番号
通知

情報提供ネットワークシステム、
マイ・ポータルの運用開始

注　内閣官房ホームページ「国会提出法案」より



東京国税局の租税教育の概要

租税教育

国税庁では、次代を担う児童・生徒が、民主主義の根幹である租税の意義や役割を正しく

理解し、社会の構成員として税金を納め、その使い道に関心を持ち、さらには納税者として社

会や国の在り方を主体的に考えるという自覚を育てることを目的に、租税教育の充実に向け

て支援を行っています。

当ページでは、児童・生徒が税に興味を持つきっかけとなるような情報を提供しています。

租税教室案内

税務署では、次の時代を担う児童・生徒の皆さんに、税の意義や役割を正しく理解していた

だけるよう、学校の授業のお手伝いとしての租税教室を開催しています。

税に関する高校生の作文

国税庁では、毎年、全国の高等学校のご協力を得て｢税に関する高校生の作文｣の募集を

行っています。これは、次代を担う高校生の皆さんが、学校教育の中で学習したことや自分

自身の経験・体験などを通して、税について考えたことを作文の形で発表していただき、これ

を機会に税に対する関心を一層深めていただきたいという趣旨で、昭和 37年度から毎年実

施しているものです。

税の絵本（みんなの学校が帰ってきた）

税の使いみちを楽しく学べる児童向けの絵本を掲載しています。キリン先生と動物学校の

仲間たちが、火事で焼けた学校を建て直すためにはどうしたらよいか考えます。

タックス☆スペース UENO

東京上野税務署内に常設されている租税教育専用のスペースです。「税務署見学」や「体

験学習」などを通じて楽しく税を学ぶことができます。

税の学習コーナー（キッズページ）へリンク

児童・生徒が自分のレベルに合わせて楽しく税を学ぶためのページです。「学習」では入門

編と発展編を用意し、税について分かりやすく説明します。このほか、「ゲーム」や「クイズ」、
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アニメビデオが見られる「ビデオライブラリー」もあります。

また、税の本質を正しく理解するための「パワーポイント教材」を用意しています。

租税教育用教材

・ 小学生（千葉県）平成 23 年度版「わたしたちのくらしと税 -税金のはなし-」

(PDF/13,876KB)

・ 小学生（東京都）平成 23 年度版「税金のはなし -わたしたちのくらしと税-」

(PDF/13,737KB)

・ 小学生（神奈川県）平成 23 年度版「わたしたちのくらしと税」(PDF/7,064KB)

・ 小学生（山梨県）平成 23 年度版「わたしたちのくらしと税 -税金のはなし-」

(PDF/14,340KB)

・ 中学生（千葉県）平成 23 年度版「わたしたちの生活と税」(PDF/5,135KB)

・ 中学生（東京都）平成 23 年度版「わたしたちの生活と税 -国民生活と財政-」

(PDF/5,000KB)

・ 中学生（神奈川県）平成 23 年度版「わたしたちの生活と税」(PDF/5,355KB)

・ 中学生（山梨県）平成 23 年度版「わたしたちの生活と税」(PDF/4,182KB)

租税教育への取組（動画サイト「You Tube『国税庁動画チャンネル』」）へリンク

租税教育に取り組む学校などを動画で紹介します。

・ 「租税教育への取組-税を知る横浜こどもフリーマーケット-」

・ 「租税教育への取組-「租税教室」と JAXA 的川名誉教授による「宇宙教室」-」

「第 44 回 財政経済セミナー」受講者募集【受付終了】

東京国税局では、小学校、中学校及び高等学校の先生方を対象に、租税や財政・経済等

の最新情報を提供して、学校教育における租税教育の一層の充実と税務行政に対する正し

い知識と理解を深めていただくことを目的として、財政経済セミナーを開催しています。

国税庁ホームページより抜粋
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第６回地方財政の展望と地方消費税特別委員会（平成22年7月7日 全国知事会）
慶應義塾大学経済学部 井手英策准教授 講演資料
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東京都主税局委託調査 「給付付き税額控除に関する調査」(2011）より


